
事業事前評価表（開発調査）

作成日：平成17年8月26日
担当グループ：地球環境部第3グループ

1.案件名

パキスタン国 カラチ市上下水道整備計画

2.協力概要

（1）事業の目的

2025年を目標年次としたカラチ市の上下水道システム改善に係るマスタープランが策定され、優先
事業に係るフィージビリティ調査が実施される。また、調査全体を通じ、先方実施機関の人材育成・
技術移転が行われる。

（2）調査期間

2005年12月から2007年12月（24ヶ月）

（3）総調査費用

3.65億円

（4）協力相手先機関

カラチ市上下水道局（Karachi Water and Sewerage Board：KWSB）

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

対象分野：上下水道

対象地域：カラチ市全域（人口約1,300万人）及び同市への水源及び導水ルート

3.協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

パキスタン国の経済産業の中心的役割を担うカラチ市は人口約1300万人を擁する最大の都市であ
る。年間人口増加率が年4～5％と大きいため、水需要の増加に水道水源の確保、導水施設の拡張、配
水管網の整備等の水道整備が追いつかないため、給水サービスも3～6日の隔日に2～3時間等と厳し
い状況を強いられている。また、配水管が整備されていない地域等では、民間の給水車から高い料金
を払って水を確保するような不公平な給水も一般化している。一方、下水道は現在30％程度の普及と
言われているが、下水配管の整備不良、水路や河川の水質悪化、膨大なごみ投棄による水路の閉塞、
幹線管路の未接続による処理場の低稼働率等の問題を抱えている。

カラチ市では85年には上水道の、88年には下水道のマスタープランが策定され、これらの結果を踏
まえて整備が実施されてきているものの、既に20年近くの年月が過ぎ、市を取り巻く社会環境の変化
から計画内容が乖離してきている。そのため、抜本的な見直しを行い、将来の上下水道の施設整備、
運営方法の合理化、技術の向上等のソフト面を含めた総合的な上下水道整備の戦略が必要とされてい
る。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

連邦政府では、2025年を目標とした「パキスタン水分野戦略（Pakistan Water Sector
Strategy）」（2002年10月）を策定し、水資源、上下水道（都市部、村落部）工業用水と廃水処
理、灌漑と排水、水力発電、環境、洪水制御の各セクターに対し、2005～2011年の中期戦
略、2025年までの長期戦略を定めている。このうち、都市の上下水道分野は、水道普及率96％、下



水道普及率80％の達成、財政の強化、水質の向上、情報管理の向上等を目標とし、そのため約51億
ドルの予算を計上している。

一方、大統領や首相のイニシアティヴにより、同国の大都市の総合的な都市開発を目的に「メガシ
ティ開発調整委員会」が設置され、対象都市の一つであるカラチ市に対し、連邦、州、カラチ市、関
連ドナー等が参画し、統一的な取り組みを図ることが期待されている。上下水道の整備は都市基盤の
重要な分野であり、本調査に対して期待が寄せられている。

（3）他国機関の関連事業との整合性

カラチ市における上下水道施設の整備は、これまでADB、世銀等の支援によって実施されてき
た。ADBは本年、都市基盤の開発手法の策定、市当局と関連機関の組織改革と技術力の向上、緊急プ
ロジェクトの選定、財政力の強化等を対象に技術協力ローンによる調査を実施しており、同調査の結
果は、将来の支援に結びつけられる予定。また、世銀は本年7月から3年間の予定でKWSBの組織改善
に関する支援プログラムを実施している。

ADBや世銀とは本開発調査のプロセスの中で、密にコンタクトを取り、意見交換を行うことで重複を
避け、効果・効率的な支援ができるように努める。特にADBとの協力のデマケについては、ADBの今
後の支援内容が明確になった時点で検討を行うこととする。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

我が国は、対パキスタン国別援助計画に明らかであるようにカラチ市活性化支援の重要性を認識
し、2005年から「カラチ市活性化シナリオ調査（JBIC）」などを実施してきており、これらのスタ
ンスはADBやパ国とも共有を図ってきている（なお、パキスタンに関しては現時点においてJICA国別
事業実施計画は未完成）。また、JBICが1994年に「カラチ上水道改善事業（Karachi Water Supply
Improvement Project）」ローンを開始しており、本事業は2006年まで継続される予定である。本
事業では、JBICはカラチ市への給水水源のひとつであるハブダムから引かれた浄水場とポンプ場の建
設、インダス川から引かれたピプリ浄水場の改善を行うための資金についての融資を行っている。

なお、本開発調査の結果を踏まえた事業化について、有償資金協力の可能性も考えられ、本調査プロ
セスにおいてはJBICを常に巻き込んでおく必要がある。

4.協力の枠組み

（1）調査項目

（a）【フェーズ1】基礎調査：以下に関する情報収集・分析

既存のマスタープランのレビュー
既存資料及び情報の収集・分析
水源・上水道施設現況調査
下水・排水施設現況調査
水質調査
地域開発計画、土地利用、社会経済状況
自然、環境条件
住民意識調査
上下水道に関する法制度、政策、行政システム
実施機関の組織、運営面での評価
関連する計画、プロジェクトのレビュー及び分析
上下水道に係る課題の抽出
緊急プログラムの選定

（b）【フェーズ2】マスタープラン作成

緊急プログラムに係るプレ・フィージビリティ・スタディ実施（必要に応じて実施）
水需要量予測の設定



廃水の質・量予測の設定
包括的計画枠組の形成、基本方針、目標、戦略の設定
既存上下水道システムの最適化・改善に係る計画
公平な配水計画
カラチ市都市開発計画と整合の取れた水源及び導水システムの計画
運営費削減のためのエネルギー削減方策に係る計画
水質改善に係る計画
施設整備計画
初期環境影響評価（IEE）支援
経営改善に係る計画
組織育成に係る提言
概算事業費の算定
段階的整備計画の策定
事業評価と優先プロジェクトの選定

（c）【フェーズ3】優先プロジェクトに関するフィージビリティ・スタディ

補足実測調査（土質調査・地形測量）
上下水道施設の概略設計
施設運転・維持管理計画、人材育成計画
施工計画・機材調達計画
概算工事費の積算
財務計画の策定
環境影響評価（EIA）支援（必要に応じて実施）
プロジェクトの総合評価及び提言
実施スケジュールの策定

（2）アウトプット（成果）

（a）カラチ市上下水道整備マスタープランの策定

（b）優先プロジェクトの特定及びフィージビリティ・スタディ

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント（分野／人数）

総括／上水道計画 1名
上水道施設計画 1名
上水道管路計画 1名
機械、電気設備 1名
水文／水理 1名
水質 1名
無収水低減計画 1名
下水道計画 1名
下水道施設計画 1名
水利用実態調査／社会分析 1名
施工計画／事業費積算 1名
組織／維持管理 1名
財務・経済分析 1名
環境配慮 1名
GISデータ-ベース構築 1名

（b）その他／研修員受入れ

上下水道分野について以下を実施する。



C/P研修（平成17年度は2名の受入予定）
技術移転セミナーの実施

5.協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

当該M/Pがカラチ市の都市開発計画に反映される
策定された計画が順次実施される（目標年次2025年）

（2）活用による達成目標

カラチ市の上下水道環境が改善される

6.外部要因

（1）協力相手国内の事情

（a）政策的要因：政権交代等により提案事業の優先度が低下しない。
（b）行政的要因：当該分野に対する予算が適切に配分される。
（c）経済的要因：対外債務の増大、失業率の上昇等がなく、経済状況変化による整備資金が不足しな
い。
（d）社会的要因：対象地域の治安が悪化しない。

（2）関連プロジェクトの遅れ

特になし。

7.貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

大規模な取水量の増加に伴い、導水路、幹線路を市街地へ埋設する場合、民有地の入手や周辺住
民の移転を要する可能性があるため、それらの住民の経済・社会的影響に配慮する。
住宅地に隣接して浄水場や処理場を建設する場合には、騒音、臭気等の拡散に配慮する。

8.過去の類似案件からの教訓の活用（注）

1997年9月にADB借款が決定したコランギ・ランデイ地区の下水管路と処理場建設計画は、地
元NGOが、下水管路の整備計画の内容等に対し、強い反対運動を起こし、これにより中止された
まま今日に至っている。現地には依然として、同NGOが活動しており、本M/Pで策定されるプロ
ジェクトの実現化にも、活動を展開する可能性が高い。前回の経験を活かし、NGO、市民団体、
他ドナー等の関係組織と事前に十分に協議し、対応する必要がある。
過去に実施されたマスタープランを初め各種調査があり、これらの多くは実施段階で財政的問題
や関係機関間の調整不足等の各種要因のために実施が遅れたり、変更・中断したケースがある。
これら計画をレビューし、問題点、障害、解決の方法等、今回のM/Pで教訓とすべき事項等を十
分に把握し活かすことが肝要である。

9.今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

本調査結果に基づく、JICA、JBIC、他ドナー等による事業化の状況。
カラチ市都市計画への本調査結果の反映の状況。
パキスタン側が本調査にて提案された優先プロジェクトの実施を計画し、そのための予算措置の
状況。



（b）活用による達成目標の指標

水道普及率、下水道普及率、上下水道料金回収率

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

調査終了後5年後、10年後の評価
目標年次である2025年

（注）調査にあたっての配慮事項


